
（別紙１）

Ⅰ　基本情報

Ⅱ　令和4年度管理業務等の検証

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ適正に行われた。

適正に行われた。

適正に行われた。

適切に行われて
いる。

適切に行われて
いる。

適切に行われて
いる。

名称

募集方法

地域生活支援センターさっぽろ 所在地 中央区大通西19丁目　WEST19　5階

相談支援業務、地域活動支援センター管理業務

特定非営利活動法人　札幌市精神障害者家族連合会

令和２年４月１日～令和７年３月31日

所管局の評価

施設数：１施設

名称

社会参加の場の提供、障がい者福祉に関する情報提供、制度及び生活に関する相談

項　目 実施状況

190.2㎡

主要施設

障がいのある方の社会復帰の促進及び自立と社会経済活動への参加の促進を図ること

地域交流活動室兼食堂、事務室、相談室、静養室、物品庫、調理場、脱衣室、浴室、便所

非公募

非公募の場合、その理由：実績が良好なため

３　評価単位

指定期間

複数施設を一括評価の場合、その理由：

指定管理者
の自己評価

指定管理者評価シート

事業名 地域生活センターさっぽろ運営費 所管課（電話番号）保健福祉局障がい保健福祉部障がい福祉課（211-2936）

２　指定管理者

事業概要

目的

開設時期

１　施設の概要

平成16年5月 延床面積

指定単位
施設数：１施設

複数施設を一括指定の場合、その理由：

1　業務の要求水準達成度

（１）統括管理
業務

▽　管理運営に係る基本方針の策定

業務の範囲

▽　平等利用に係る方針等の策定と取組実績

▽　地球温暖化対策及び環境配慮の推進

「ひとりひとりの個性や想い、笑顔を大切にします。」
という理念のもと「（1）中立・公平性を確保し、障がい
種別に関わらず障がいのある方及びその家族の支
援を行う。（2）市民の公平な利用に努める。（3）地域
生活支援に資するよう適切な運営を行う。（4）障がい
者福祉施策との整合性を図りながら施設の管理運
営を図る。（5）ｻｰﾋﾞｽ水準の維持向上に努める。（6）
利用者や地域住民の声を施設の管理運営に反映さ
せるよう努める。（7）最少の経費で最大の効果を挙
げるよう効率化に努める。」との方針を策定した。

管理運営の基本方針の中で中立・公平性について
の方針を策定し、相談において相談者の有益を最優
先した支援を心掛け、必要に応じて関係機関との連
携を行った。

電気、水道の使用については節約に努めている。
環境保全行動計画書を作成し、その遵守に努める。
積極的にグリーン購入法適合商品を使用する。
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

適切に行われて
いる。

適切に行われて
いる。

適切に行われて
いる。

適切に行われて
いる。

適切に行われて
いる。

適正に行われた。

適正に行われた。

適正に行われた。

適正に行われた。

適正に行われた。

適正に行われた。

適正に行われた。

適切に行われて
いる。

適切に行われて
いる。

第１回

▽　記録・モニタリング・報告・評価（記録、セルフモニタリ
ングの実施、事業報告、札幌市の検査等への対応、自己
評価の実施）

▽　財務（資金管理、現金の適正管理）

▽　労働関係法令遵守、雇用環境維持向上(事故の有無
などの安全衛生面を含む)

社会保険労務士と委嘱契約を行い適正な対応をと
れる体制を整備した。労災等の事故は無かった。
また、衛生推進者を設置している。

資金管理については、指定管理業務と指定相談業
務との区分経理を実施している。現金については、
毎月施設管理者が現金残と帳簿を確認し、適正管
理に努めている。

利用者の苦情対応については、苦情窓口を設け、そ
の都度対応し、対策を施した。また、第三者委員及
び外部機関の連絡先も告知するなど体制を整えてい
る。

利用者アンケートの結果は、交流室内の掲示板に告
知した。

＜協議会メンバー＞

（２）労働関係
法令遵守、雇
用環境維持
向上

札幌市保健福祉部障害福祉課長、北海道医療大学
准教授、大通地区町内会連合会副会長、北海道ピ
アサポート協会代表理事、NPO法人札幌市精神障
害者家族連合会会長

▽　要望・苦情対応

▽　管理運営組織の確立（責任者の配置、組織整備、従
事者の確保・配置、人材育成）

協議・報告内容

▽　札幌市及び関係機関との連絡調整（運営協議会等
の開催）

▽　管理水準の維持向上に向けた取組

▽　第三者に対する委託業務等の管理（業務の適正確
保、受託者への適切監督、履行確認）

開催回

職員のスキルアップのための研修等に参加し、常に
自己研鑽を怠らないよう、適宜周知徹底を行った。

地域活動支援センターにおいては、フロアにある椅
子の数を減らし、収容人員に大まかな上限を設ける
等の新型コロナウイルス感染防止対策を実施し、利
用者と職員の安全に配慮した上での、運営に心がけ
た。
　相談業務においては、他の相談室や関係機関との
連携、定期的に開催される会議等に参加した。

なし。

前年度業務実績、収支決算報告
本年度事業計画、収支予算報告
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

支援内容別内訳

福祉サービスに利用に関する支援

障がいや病状の理解に関する支援

健康・医療に関する支援

不安の解消・情緒安定に関する支援

保育・教育に関する支援

家族関係・人間関係に関する支援

家計・経済に関する支援

生活技術に関する支援

就労に関する支援

社会参加・余暇活動に関する支援

権利擁護に関する支援

計

相談支援方法別内訳

訪問

来所相談

同行

電話相談

電子メール

調整・ケア会議

関係機関

その他

計

適切に行われて
いる。

適正に行われた。

適正に行われた。

適正に行われた。

7,684件

57件

218件

34件

7,684件

前年度に比較し、訪
問、電話相談や関
係機関からの相談
が増加している。

359件

294件

177件

3,015件

870件

90件

2,791件

88件

▽　施設・設備等の維持管理（清掃、警備、保守点検、修
繕、備品管理、駐車場管理、緑地管理等）

利用者の安全については、施設内外、事故対応マ
ニュアルを作成することにより確保している。また、
施設賠償責任保険にも加入している。

（3）施設・設
備等の維持
管理業務

▽　総括的事項（利用者の安全確保、市民サービス向上
への配慮、連絡体制確保、保険加入）

▽　防災

札幌市が管理している。

施設内の避難経路の確認を行い、災害時に備え、防
災グッズの確認と補充をした。

（4）事業の計
画・実施業務

▽　相談支援事業（住居入居等支援業務含む） 適正に行われた。

相談支援事業全体
の相談件数は、前
年度に比べ、2,421
件増加した。
支援内容別内訳
は、「福祉サービス
の利用に関する支
援」が全体の約5
割、「不安の解消・
情緒安定に関する
支援」は約2割弱を
占めている。
各項目間の件数の
割合は、前年度と
ほぼ同様である。

適切に行われて
いる。

3,619件

487件

457件

1,402件

7件

299件

353件

751件
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計画相談　　　　　対象者

障がい児相談　　対象者

地域相談　　　　　対象者

回数 回数

18 1

17 12

12 6

11 5

15 4

12 2

31 4

11 72

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

適正に行われた。 適切に行われて
いる。

①当施設が閉所時（緊急事態宣言中）に、利用者へ以下
の対応を行った。
・電話での個別対応246名（目的：安否確認と不安の軽
減）
②安全な居場所の確保：来所者へのマスク着用と手指消
毒を促し、施設内の消毒・換気を徹底した。　また、前述
の取り組みを会報誌で継続して利用者に伝えた。
③プログラムを段階的に実施：感染症拡大防止の視点か
ら可能な範囲で実施。これまでとプログラムが異なる理
由を利用者にも説明。

地域活動
支援セン
ター

開所日数（件） 208 293 293

人数(人） 2579 5860 4146

一日平均利用者数（人） 12.4 20.0 14.2

※その他　利用者個別連絡　延べ923名
（閉所時に一人暮らしの利用者に電話で連絡をした）

一日平均利用者数
は、目標の20.0人に
は及ばなかったも
のの、14.2人と昨年
度の12.4人を上回
り、利用者数回復の
兆しがみられた。

Ｒ3年度実績 Ｒ4年度計画 Ｒ4年度実績

▽　利用件数等（5）施設利用
に関する業
務

▽　利用促進の取組

適切に行われて
いる。

折り紙倶楽部 28 ブッククラブ 9

塗り絵 88 調理 17

映画上映会 44 会報誌作成・発行

茶話会 38

スイーツ倶楽部 37 青竹ウォーキング 20

散歩倶楽部 36 書道 20

▽　指定相談支援事業 前年度に比較し、
「計画相談」、「障が
い児相談」、「地域
相談」はそれぞれ1
名減少した。

適切に行われて
いる。37名

2名

0名

▽　地域活動支援センター（ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ等の実施状況） コロナ禍から徐々に
平時に回復し、昨年
度よりも各レクリ
エーションの開催回
数・参加者数が増
加した。

適切に行われて
いる。

内　容 参加者数 内　容 参加者数

ｽﾎﾟｰﾂ 145 ゲーム 2

行事 163 プラバン 45

椅子ヨガ 49

4



（別紙１）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

①就労継続支援B型事業所にホームページの作成
と更新を依頼し、ウェブアクセシビリティを意識した、
ホームページにリニューアルした。
②インターネット社会の一方で、スマートフォンなどの
モバイル機器を得意としない人にも情報が伝わるよ
うに、引き続き内容のわかりやすい会報誌作りを心
掛けた。

前回からの継続指定のため、引き継ぎ業務なし。

地域活動支援センターの業務には、障がい者を3名雇用してい
る。
封筒の印刷を、市内の障がい者施設に発注している。
法人のウェブサイトの作成を、市内の就労継続支援B型事業所
に依頼している。

なし。

4月1日～4月30日
登録者433名に対し、53名にアンケートを実施

▼『施設の総合的な満足度』については、「とても満
足」21％、「満足」42％、普通34％、「不満」2％、「とて
も不満」2％であった。
▼『職員の接遇』については、「大変良かった」25％、
「まあ良かった」40％、「普通」30％、「あまり良くな
かった」6％、「悪かった」0%であった。
▼『プログラムの充実度』については、「充実」21％、
「普通」57％、「物足りない」19％、「参加したことがな
い」4％であった。
▼『会報誌の内容』については、「満足」36％、「普
通」55％、「物足りない」8％、「必要ない」2％であっ
た。
▼『相談の満足度』については、「とても満足してい
る」17％、「満足」19％、「普通」26％、「不満」0％、「と
ても不満」2％、「未回答」36%であった。

前年に比べ、多くの
項目で「満足・良
かった」の評価が上
昇。
「プログラムの充実
度」についても、評
価が上がっており、
前年度に比べプロ
グラム実施回数が
大幅に増え、参加
者数も増加し、再開
を心待ちにしている
方が多かったように
思われる。
「相談の満足度」に
ついても回答を得ら
れた方の殆どから
「普通」以上の評価
を得られており、標
準以上の評価を保
てている結果となっ
た。

２　自主事業その他

▽　自主事業

▽　市内企業等の活用、福祉施策への配慮等

適正に行われた。

適正に行われた。

（6）付随業務 ▽　広報業務

結果概
要

意見①：「コーヒーの提供を再開してほしい」
対応①：次年度以降、コロナの感染状況に注視しな
がら、飲み物の提供について、前向きに検討する。

利用者
からの
意見・要
望とそ
の対応

３　利用者の満足度

▽　利用者アンケートの結果

実施方
法

▽　引継ぎ業務

４　収支状況

29,775 29,775 0

利用料金 0 0 0

指定管理費

▲ 295

指定管理業務収入 34,475 34,157 ▲ 318

収入 34,475 34,180

▽　収支

項目 R4年度計画 R4年度決算 差（決算-計画）

（千円）

その他 4,700 4,382 ▲ 318

自主事業収入 0 23 23

支出 33,175 32,689 ▲ 486

適正に行われた。

適正に行われた。

適正に行われた。

適正に行われた。適正に行われた。
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▼収支は差し引き1,387千円の差額が生じた。

▼保険料：新型コロナの影響によるプログラム減　73千円減

▼雑　費：前年に比べプログラムなどの実施回数は増えたが236千円減

▼消耗品費：感染症対策に伴う物品購入など　44千円減

▼通信費：通信料の節約などに努めた　195千円減

▼その他：

【収支について】

▼旅   費：新型コロナの影響による研修会減　156千円減

▼車両費：使用機会が多くなかった為44千円減

▼会議費：新型コロナの影響による会議開催減　80千円減

▲ 237

収入-支出 1,300 1,491 191

4

利益還元 0

法人税等 100

【収入】

▼その他収入：自主事業収益で約２０千円増、指定相談支援事
業の件数減により３１８千円減が影響し、合計収入２９５千円減

【支出】

▼人件費：産休職員と代替職員の引継ぎによる賃金の重複などの支出
増。非常勤職員の欠勤による賃金減、新型コロナの影響による行事等
の減によるﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ手当の減等併せて　支出は５３１千円増

指定管理業務支出 32,810 32,561 ▲ 249

自主事業支出 365 128

104

純利益 1,200 1,387 187

▽　説明

▽　安定経営能力の維持 適 不適

適 不適▽　個人情報保護条例、情報公開条例、行政手続条例、オンブズマン
条例及び暴力団の排除の推進に関する条例への対応

＜確認項目＞　※評価項目ではありません。
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Ⅲ　総合評価

〈相談支援業務〉
全体の相談件数は7,684件、で、前年度の実績（5,263
件）から46%増加。「支援内容別内訳」における、各項
目の件数の割合は、前年度とほぼ同様で、「障がいや
病状の理解に関する支援」「家族関係・人間関係に関
する支援」「生活技術に関する支援」が高く、「不安の
解消・情緒安定に関する支援」が低くなった。相談内容
の内訳が、漠然とした悩み相談ではなく、より専門性を
要する相談へと、引き続きシフトチェンジしている可能
性が考えられる。
一方、「相談支援方法別内訳」は、「来所相談」の件数
が全体に占める割合は3%と前年度比で4%減少し、代
わりに「電子メール」の全体に占める割合が11%、前年
度比で6%増加し、コロナ渦を経て相談方法の変容が
見受けられる。

〈地域活動支援センター〉
1日の平均利用者数は14.2名と、前年度の12.4名に比
べ増加傾向。目標の20名には達していないものの、プ
ログラムへの参加人数も増加しており、コロナ渦で大

〈相談支援業務〉
1）本人や家族、関係機関等からの情報を元に、多角的
な視野に立つアセスメントを行い、相談した人にとって、
よりニーズに沿った、適切で良質な支援につながるよう
心がける。
2）関係機関との連携を引き続き強化し、支援を行う。
3）指定相談室との連携を強化し、計画相談を希望してい
る利用者に対し、支援の切れ目無く対応する。

〈地域活動支援センター〉
1）ストレス緩和や息抜きになり、利用者同士が交流出来
るプログラムの実施。
2）コロナ渦で中断してた、地活フロアでの飲み物の提供
再開や、レクレーション等の比較的大きなイベントの実施
し、引き続き感染症対策に配慮しながらも、利用者の
ニーズに沿ったプログラムが提供できるよう工夫する。

　相談支援業務、地域活動支援センター業務ともに適
正に行われている。
　相談支援業務については、前年度より相談件数が増
加しており、障がい種別やニーズに合わせて対応でき
ていることが伺える。
　地域活動支援センター業務については、利用者の声
や実績を踏まえながら、利用者の利便性向上に取り
組んでいることが伺える。

　相談支援業務について、精神障がいの方への豊富な
支援実績があることの強みを活かし、地域移行支援をよ
り一層促進するよう取り組むこと。一方で、精神障がい
以外の方からの相談の受入拡大、相談内容の複雑化、
多様化に対応できるよう、研修等による相談員の資質向
上に努めること。また、計画相談の需要増にも対応でき
るよう指定特定相談支援事業所との連携の推進や地域
支援員によるアウトリーチ活動に取り組むこと。
　地域活動支援センター業務については、相談支援併設
型の強みを活かし、1回完結のプログラム参加から、次
につなげるための長期的な目標設定・プログラム構築等
を行うことにより、個々の利用者に応じた支援に取り組
むこと。

【所管局の評価】

総合評価 改善指導・指示事項

【指定管理者の自己評価】

総合評価 次年度以降の重点取組事項
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